
再評価 【番号２】

耕地地すべり防止事業
相生２期地区



１．事業箇所
耕地地すべり防止事業 相生２期地区 位置図

蔭谷地区

竹ヶ谷下地区

花瀬地区

舞ヶ谷地区

た け が た に し も

は な ぜ

ま い が た に

か げ た に

那賀川



地すべりによる被害を除去・軽減するため
「地すべり防止施設の整備」を実施

２．事業計画

ケイトウ 人家、道路

維持・保全を図る

地区内の営農状況等

農業生産基盤

農地 農業用施設

生活基盤

人家

道路

施設整備
集水井

排水
ボーリング

水稲



地中に排水管を設置し、地下水を地表に排除

地表水や排水ボーリングからの排水を地下に
再度浸透させないよう排除

井戸を掘り、中から集水ボーリングを施工
し、地下水を排除する

設置した構造物の「抵抗力」により、
地すべり変動を抑止する工法

地形や地下水の状態などの自然条件を変化させることによって、
地すべり「滑動力」と「抵抗力」のバランスを改善し、
地すべり変動を抑制させる工法

構造物の抵抗力を利用して、
地すべり変動を抑止する工法

抑制工

抑止工

地すべりブロック

アンカー工

３．事業内容（地すべり対策工の模式図）

集水井工

排水ボーリング工

排水路工、承水路工



４．地すべりによる変状

蔭谷工区

石積みのズレ

舞ヶ谷工区

擁壁のクラック及びズレ

も じ し た

て ら の

や ま し ろ ひ き ち

土間コンのクラック

竹ヶ谷下工区

お が わ だ に

花瀬工区

土間コンのクラック

た け が た に し も ま い が た に

は な ぜ

か げ た に
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1号アンカー工
N=4本　H15

1号張コンクリート擁壁
L=14.0m H15
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Aブロック

Bブロック

Cブロック

Eブロック

Dブロック

概成箇所

今回計画箇所

凡　　例

今回計画ボーリング

地すべり防止区域

地すべりブロック

既存ボーリング

(アンカー工)

排水ボーリング工

堰堤工

擁壁工・護岸工

法面工

排水路

対策工凡例

承水路

0 20 40 60 80 100 150 200(m)

水抜きボーリング
L=25m×6孔×2箇所

水抜きボーリング
L=29m×5孔×3箇所

鳴門市

松茂町北島町藍住町

板野町

上板町

石井町

徳島市

小松島市

勝浦町

佐那河内村神山町

上勝町 阿南市

牟岐町

那賀町

海陽町

美波町

美馬市

つるぎ町

東みよし町

三好市
阿波市

吉野川市

(相生)

三好市

：那賀町(旧相生)

水抜きボーリング
L=40m×6孔×2箇所

地すべりの誘因となる
地下水を地表に排除

地すべりを抑制

は なぜ

Ａブロック

降雨時の出水状況

５．事業の進捗状況 【花瀬工区】

排水状況排水状況

施工前（排水ボーリング）

施工後（排水ボーリング）

水抜きボーリング工

水抜きボーリング工

水抜きボーリング工



６．費用対効果

総便益 ／ 総費用 ＝５．２５総便益 ／ 総費用 ＝５．２５

総 便 益

１ 農地・農業用施設に及ぼす予想被害額
２ 農作物に及ぼす予想被害額
３ 家屋・山林に及ぼす予想被害額
４ 町道・集会所などに及ぼす予想被害額

４９億１３１万６千円

総 費 用

事業効果発現に必要な費用

９億３，２５２万５千円

■今後の対応方針（案）

事 業 継 続


